
令和7年（ 2025年）8月1日 第２ ３ ８ 号ひら つか議会だより

問
　
文
化
公
園
会
館
の
設
置
目

的
に
合
っ
た
団
体
は
減
免
措
置

が
さ
れ
る
が
、
ど
の
よ
う
な
団

体
で
、
減
免
は
ど
れ
く
ら
い
さ

れ
る
の
か
伺
う
。

産
業
振
興
部
長

　
労
働
者
の
能

力
の
向
上
や
、
経
済
的
地
位
の

向
上
を
目
的
と
す
る
勤
労
者
団

体
や
青
少
年
で
構
成
、
ま
た
は

青
少
年
の
育
成
や
、
更
生
を
目

的
と
す
る
青
少
年
関
係
団
体
、

教
職
員
、
平
塚
市
立
学
校
な
ど

の
教
育
を
目
的
と
す
る
団
体
な

ど
で
あ
る
。
こ
れ
ら
の
団
体
は

10
割
の
減
免
対
象
に
な
る
。

問
　
中
央
公
民
館
休
館
に
伴
う

説
明
会
が
開
催
さ
れ
た
が
、
利

用
団
体
か
ら
は
不
安
の
声
や
多

数
の
質
問
が
出
た
。
市
民
の
声

を
ど
う
捉
え
た
の
か
伺
う
。

社
会
教
育
部
長

　
地
区
公
民
館

の
登
録
要
件
の
緩
和
や
新
施
設

の
要
望
、
建
設
に
伴
う
財
政
負

担
の
心
配
な
ど
、
さ
ま
ざ
ま
な

意
見
が
あ
っ
た
。
多
様
な
意
見

が
あ
る
こ
と
を
認
識
し
、
庁
内

で
共
有
し
て
い
く
。

本

市
の
保

育

所
の 

在
り
方
と
今
後
の
展
望

問
　
黒
部
丘
に
民
間
企
業
に
よ

る
保
育
園
建
設
計
画
が
あ
り
、

近
隣
住
民
か
ら
は
道
幅
な
ど
が

狭
く
、
子
ど
も
の
安
全
が
確
保

で
き
な
い
な
ど
の
反
対
意
見
が

出
て
い
る
。
民
間
に
よ
る
計
画

で
は
あ
る
が
、
市
の
関
わ
り
方

を
伺
う
。

健
康
・
こ
ど
も
部
長

　
県
の
認

可
に
向
け
た
書
類
作
成
の
支
援

や
近
隣
住
民
へ
丁
寧
な
説
明
を

行
う
よ
う
指
導
し
た
。
ま
た
、

地
元
説
明
会
に
も
同
席
し
、
保

育
所
整
備
の
必
要
性
と
選
考
の

経
緯
を
説
明
し
、
近
隣
住
民
の

理
解
を
求
め
た
。

無
所
属

公
共
施
設
の
改
修
工
事
、
休
館
、

閉
館
で
市
民
の
行
き
場
は

佐

藤 

由

美

子 

議
員

市長提出議案

議案番号 件　 名 結果

第37号 専決処分の承認について〔 平塚市市税条例の一部を 改正する 条例〕 承認

第38号 専決処分の承認について〔 令和6 年度平塚市一般会計補正予算〕 承認

第39号 専決処分の承認について〔 令和6 年度平塚市競輪事業特別会計補正予算〕 承認

第40号 専決処分の承認について〔 令和6 年度平塚市国民健康保険事業特別会計補正予算〕 承認

第41号 監査委員の選任について 同意

第42号 監査委員の選任について 同意

議員提出議案

会議案番号 件　 名 結果

第2号 平塚市議会委員会条例の一部を 改正する 条例 可決

報　 告

報告番号 件　 名

第2号 専決処分の報告について

　 令和７ 年５ 月1 5 日に市議会５ 月臨時会を 開催し 、 市長から 専決処分及び人事案件に関する議案が提出さ れ、 審議の結果、 次のと おり 承認、 同意し

まし た。 また、 議員から 平塚市議会委員会条例の一部を改正する条例に関する会議案が提出さ れ、 原案どおり 可決し まし た。

５ 月臨時会の審議の結果

　 皆さ んの意見や要望を 議会に伝え、 市政に反映さ せる方法と し て請願

と 陳情があり ます。

　 請願は、 紹介議員を 必要と し 、 提出後は所管の常任委員会などへ付託

し て審査し ます。 その後、 委員会審査

の結果を 本会議へ報告し 、 議会と し て

の採択、 不採択などを 決定し ます。

　 陳情は、 請願と 同じ よう な性格のも

のですが、 紹介議員を必要と せず、 提

出後は議会運営委員会で そ の取り 扱

いについて協議し ます。

請願・ 陳情を市議会へ

■子ども たちに豊かな学びを 保障するために、 教職員定数改善

と 教育予算の増額、 義務教育費国庫負担制度の堅持・ 拡充を 求

める意見書（ 抜粋）

　 通常学級の８ .８ % の児童生徒が学習面又は行動面で著し い

困難を示しており 、 こ の数値は10年前より も 高く なっている調

査報告と なっている。 それぞれの教育的ニーズに応じたきめ細

やかな指導体制の充実が強く 求めら れている。

　 全国の不登校児童生徒数は11年連続増加し 、 令和５ 年度は過

去最多の約35万人と 報告さ れている。 こ の問題の解決には、 不

登校児童生徒を含むすべての子ども たちがいつでも安心して過

ごせる居場所や人員体制を整えるこ と が必要である。 昨年度、

神奈川県は国に先駆けて、 全中学校区に「 校内教育支援セン

ター」 の支援員を配置した。 現場から は不登校傾向にある児童

生徒が安心して学校生活を送るこ と ができていると 肯定的な声

が多数聞かれる。 しかし 、 支援員やスク ールカウンセラ ー、 ス

ク ールソ ーシャルワーカーの不足や常勤化さ れていない現状に

加え、 今年度は昨年度に比べ支援員の任用時間が減少し半分ほ

どになった。 その結果、 よ り 一層児童生徒のニーズに応えら れ

ていない状況と なっている。 子ども たちの育つ権利や学習権の

視点から見ても 重大な社会問題であり 、 県だけではなく 、 国全

体で解決すべき課題と 考える。

　 よって、 次の事項について配慮さ れるよ う 、 強く 要望する。

１ .　 令和８ 年度よ り 段階的に開始さ れる 中学校の35人学級に

必要な教職員の確実な配置をすすめる と と も に、 小学校で

の30人学級実現に向けた、 教職員定数改善を図るこ と 。

２ .　 不登校児童生徒を含むすべての子ども たちがいつでも 安

心して過ごせる人員体制の整った居場所をつく るために、 支

援員やスク ールカウ ンセラ ー等の多様な専門性を有する ス

タ ッ フの増員と 常勤化をすすめるこ と 。

３ .　 教育の機会均等と 水準の維持向上をはかる ため、 地方財

政を確保した上で義務教育費国庫負担制度の負担割合を２ 分

の１ に復元するこ と 。

　 議員から 、次の意見書が提案さ れ、

賛成多数で 可決し ま し た。 ホ ーム

ページには全文を掲載し ています。意見書
し た可 決

無 所 属 議 員

小泉 春雄 議員


